
相模鉄道に対する業務監査の実施結果 

項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所         見 所見に対する回答 

１．運賃等に関する事項 

（１）関係法令、通達に基

づく諸手続等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）連絡運輸・乗継割引

制度・企画乗車券    

 ①連絡運輸、乗継割引制

度 

 

 

 

 

 

 ②企画乗車券 

 

 

 

 

 

 

 

・ 相模鉄道株式会社（以下「相鉄」

という。）の運賃については、

平成１１年３月実施の普通旅

客運賃及び定期旅客運賃変更

並びにいずみ野線加算運賃設

定認可、平成１６年２月の横浜

高速鉄道株式会社みなとみら

い線開業に伴う乗継運賃設定

届出等の手続が実施されてい

る。 

・ 鉄道運輸規程に定める停車場

への営業規則等の備え付け、運

賃表及び時刻表の掲示につい

ては、実地監査の対象とした各

駅において実施されている。 

 

 

・ 連絡運輸については、接続する

各線との間で適宜実施してお

り、定期券については３社まで

の連絡定期券を発売している。

乗継割引については、横浜駅経

由ＪＲ東海道線等計７路線と

の間で実施している。 

・ 企画乗車券については、小田急

電鉄株式会社との共通フリー

パス等５種類を発売している。

「相鉄・鉄道全線１日乗車券」

においては、乗車券にアンケー

ト用紙を添付し、今後の企画乗

車券の設定に役立てることと

 

・ これらの諸手続は、関係法令、

通達に基づき適正に処理され

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 利用実態等を踏まえ、連絡運

輸や乗継割引の適用範囲の拡

大についても柔軟に検討して

いくことが望まれる。 

 

 

 

・ 通勤・通学輸送を主とした路

線柄、他の大手民鉄と比較す

ると企画乗車券の種類が少な

いが、アンケート等により利

用者ニーズの把握に努めてお

り、今後さらに、創意工夫に

富んだ企画商品の開発が期待

 

・ 運賃等の設定、変更等の諸手続き

は、関係法令及び通達に基づき、今

後も適正に行ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 利用実態等を踏まえ、連絡運輸や乗

継割引の拡大について、関係社局と

の検討を実施してまいります。 

 

 

 

 

・ アンケート等により集まったお客

様のご要望や動向を踏まえ、魅力あ

る企画商品の開発を進めてまいり

ます。特にご好評いただいた「相

鉄・鉄道全線 1 日乗車券」について

は、今後も利用者ニーズを的確に捉

えたうえで、提供していきたいと考



 

（３）カード式乗車券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）駅務機器類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）運賃の誤表示、誤収

受の問題について 

している。 

・ 「パスネット」の利用は導入以

来着実に増加しており、平成１

６年度において定期外利用の

２９．８％を占めている。ＩＣ

カード乗車券導入を前提とし

て、自動改札機などは既設の機

械の部品を交換すればＩＣカ

ードに対応できるようになっ

ているなど、平成１８年度の導

入を目指しシステムの準備を

進めている。 

・ 自動券売機、自動改札機、自動

精算機等の駅務機器類の設定

については、乗降人員、旅客流

動等を考慮し設置台数、設置場

所を決定している。また、自動

券売機については定期券が購

入できる新型券売機を全駅で

導入し、自動改札機について

は、全駅・全台を複数枚対応型

としている。 

・ 相鉄においては、平成１３年２

月に 「運賃表の誤表示等に関

する防止対応マニュアル」を作

成し、関係者に周知徹底を図っ

ていたが、その後、駅務機器の

プログラムミスによるもの２

件、簡易運賃表の誤表示による

もの１件、計３件の誤収受等が

発生している。 

相鉄では、いずれの誤収受等

についても、報道発表並びに関

係駅への掲示を行い、過払いの

あった利用者に対しては申告

に応じ返金する措置を講じて

される。 

・ ＩＣカード乗車券の導入に際

しては、旅客に対する周知を

徹底し、円滑に運用を開始す

ることが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

・ 全駅への新型券売機及び複数

枚 対 応 型 改 札 機 の 設 置 に よ

り、利用者利便の向上が図ら

れている。 

 

 

 

 

 

 

・ 既に発生した誤収受等の事後

処理と再発防止については、

適切な対応がなされている。

運賃・料金の正確な収受は、

運賃制度を適正に運用するた

めの基本的事項であり、機器

類の更新や運賃の改定にあた

っては、関係者への指導、マ

ニュアルに基づく確認作業の

徹底等により誤収受等の発生

を未然に防止することが必要

である。 

とりわけ平成１８年度に予

定されている共通ＩＣカード

えております。 

・ IC カード乗車券（PASMO）のサービ

ス開始にあわせ、パスモが主体とな

り、マス広告、交通広告を展開し、

利用者の認知獲得、理解促進を図り

スムーズな運用開始に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 運賃誤収受を防止するため、事業者

が連携を図るための協議組織・体制

を整備し、各事業者が共通認識をも

ってその防止に取り組んでいます。 

 

・ PASMO 導入及び Suica との相互利用

実施にあたっては、運賃収受の仕組

みについて十分な検討を行うとと

もに、収受システムの試験・運賃検

証を繰り返し行うとともに、現地改

修にあたっても確認項目を精査し、

運賃誤収受防止に万全を期してま

いります。 

 



いる。 

再発防止策として、駅務機器

の受け入れ時の検査体制に関

するマニュアルを策定してい

る。また、運賃改定に伴う運賃

表の改修にあたって、全面一括

印刷に変更し、あわせて各駅独

自の簡易運賃表を廃止するこ

とにより、現地での作業ミスの

防止を図っている。また、平成

１７年５月には従来の誤表示

等防止マニュアルを全面的に

改定した「運賃改定作業マニュ

アル」を策定し、作業行程の明

確化とチェックリストの作成

による確認作業の徹底を図っ

ている。 

乗車券の導入にあたっては、大

規模な機器更新とプログラム

改修を伴う作業となることか

ら、十分な検査を行い誤収受等

の防止に万全を期することが

必要である。 

 

２．情報提供に関する事項 

 

・ 会社情報を、ホームページ、広

報誌、ポスター掲示等の多様な

媒体を活用してわかりやすく

提供している。また、会社広報

誌「相鉄瓦版」を毎月１０万部

発行し、駅改札口等で無料配布

している。また、ホームページ

で提供している駅構内図に具

体的なバリアフリールートの

案内を盛り込むことを予定し

ている。 

・ 運行情報については、ホームペ

ージや携帯電話のウェブサイ

トを活用してリアルタイムの

情報を提供している。 

 

・ ホームページでは、運賃、時

刻表、駅構内施設マップ等鉄

道利用に関する基本的な情報

を日本語でわかりやすく提供

しているが、外国語対応サイ

トは開設されていない。外国

人の利用の実態も踏まえて、

外国語対応サイトの開設等、

外国人利用者への情報提供に

ついての検討が望まれる。 

 

・ 平成 18 年 3 月、ホームページ上に、

運賃、時刻表、駅構内施設マップ等

鉄道利用に関する基本的な情報を

日本語同様、英語表記によるサイト

を開設し、情報提供を実施いたしま

した。 

 

 

 

 

３．案内情報に関する事項 

 

・ 駅サインシステムの掲示基準

として 「相鉄旅客案内業務掲

・ 横浜駅において、改札口への

誘導案内表示が小型でわかり

・ 横浜駅におきましては、平成 18 年

度、昇降機（エレベーター）の新設



示基準」を策定し、案内表示の

統一的整備を実施している。ま

た、この掲示基準は、国の基準

やガイドライン等を踏まえ所

要の修正を行っている。 

・ 駅名標や切符売場、出入口等の

主要施設の案内表示は、基本的

に英語を併記している。また、

平成１８年度より、横浜等の主

要駅において、英語、中国語、

韓国語の３カ国語併記による

案内情報提供を実施する予定

である。 

 

 

・ 駅構内での列車行先案内につ

いては、現在、全２５駅中６駅

でＬＥＤ表示器による情報提

供を行っているが、それ以外の

未整備駅についても、今後、順

次整備を進め、平成２２年度ま

でに全駅へ設置する予定であ

る。また、異常時情報について

は全駅の全改札口に設置して

いるＬＥＤ表示器により速や

かな情報提供を行っている。 

・ 横浜駅では、みなとみらい線の

開業にあたり横浜市が中心と

なって公共スペースにおける

共通案内サインの導入が行わ

れた。また、湘南台駅において

も延伸開業にあたり藤沢市が

中心となって公共スペースに

おけるサインシステム共通化

等を実施している 

 

にくかった事例やバリアフリ

ー化されたルートへの案内情

報の提供が乏しかった事例が

見受けられたので、可能な限

り早期の改善が望まれる。 

・ 一部の駅において出口等の基

本的な案内表示で英語表記が

な い 事 例 が 見 受 け ら れ た の

で、可能な限り早期の改善が

望まれる。また、一部の鉄道

事業者が実施している駅のナ

ンバリングも外国人利用者等

にとって有効であることから

導入に向けての検討が期待さ

れる。 

・ 車両内のＬＥＤ案内表示は、

全４２編成中２７編成が対応

しているが、行き先や次駅表

示のみで異常時情報の提供に

は対応していないことから、

今後、車両の新造や改修に合

わせて異常時情報の提供も可

能なシステムに改良すること

が期待される。 

 

 

・ ターミナル駅では、関係者の

連携によって駅全体での案内

情報の連続性、統一性を維持

する必要があることから、地

方公共団体を含む関係者間に

おける継続的な取り組みが期

待される。 

 

を含め移動円滑化のルートが変更

になるほか、連絡通路の整備事業に

より乗換え経路についても変更と

なることから、総合的に案内サイン

の改善を計画しております。 

・ 公共交通機関における外国等によ

る情報提供促進ガイドラインに基

づき、弊社における共通サイン（案

内）およびピクト表示の検討を実施

いたします。 

 

 

 

 

 

・ 弊社の車両内 LED 表示器の情報は、

情報処理装置に収められた IC カー

ドに、予め情報を記録し、それを順

次表示するシステムとなっており、

移動体である車両にリアルタイム

な情報を表示するには、情報の送

信・受信システムの構築、及び情報

処理装置の大幅な改修等が予想さ

れるため、車両の新造や改造に合わ

せ異常時の情報等が提供可能なシ

ステムの検討をしてまいります。 

・ 交通バリアフリー基本構想など地

方公共団体、道路管理者、鉄道･バ

ス事業者等で協議を行い連続した

統一的なサイン整備を実施いたし

ます。 

 

 

 



４．バリアフリー対策に関

する事項 

・ １日当たりの乗降人員が５千

人以上の駅は２４駅あり、下記

の海老名駅を除く２３駅のう

ち段差解消駅は１５駅、率で６

５％であるが、平成１９年度ま

でに残り８駅の段差解消を図

ることを予定している。なお、

高低差２メートルの海老名駅

は、海老名市が事業主体である

自由通路整備事業によりバリ

アフリー設備を整備する予定

（平成２１年度目途）である。

・ 改札口への誘導チャイムは１

５駅に、また、触知案内版は１

４駅に設置している。いずれも

平成２０年度までに全駅に設

置する予定である。 

・ 全２５駅中１８駅で車いす使

用者対応かつオストメイトが

設置された身障者対応トイレ

を整備済みであるが、平成１９

年度までに全駅のトイレにつ

いて移動円滑化基準への適合

を図ることとしている。 

・ 車両のバリアフリー化に関し

ては、全４２編成中、２１編成

に車いすスペースのある車両

が連結されており、今後とも、

新造車両の導入や車両修繕の

際には車いすスペースの整備

を行うことを予定している。 

・ 平成１６年度よりサービス介

助士資格取得を推進している

ところであり、現在まで４４名

の職員が資格を取得したほか、

有資格者が資格取得時の実技

・ 視覚障害者誘導用ブロックに

ついては、全２５駅に設置済

みではあるが、旧ガイドライ

ンに準拠したブロックが設置

されていることから、今後計

画的に張り替えを進め、新ガ

イドラインへ適合させること

が求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ バリアフリーに関しては、ニ

ーズの高度化、多様化が進む

ものと見込まれるので、研修

カリキュラムや研修体制の強

化・充実を図るほか、既存の

・ 各駅の乗降場の改良および、駅舎の

改良、お客様の動線変更等に合わせ

て、新ガイドラインに準拠するよう

計画的に貼替えを実施するよう検

討いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ バリアフリーのニーズの高度化に

対応するため、現在のサービス介助

士をさらに増員し対応して行くと

ともに、社員研修の充実を図るべ

く、「教育体系」に則った計画的な



講習の映像を活用して他の職

員へ実技指導等を実施してい

る。また、各駅において介助研

修や電動車椅子乗車体験等の

バリアフリー研修を開催する

とともに、車椅子対応マニュア

ルを駅係員に配布している。 

 

車椅子対応マニュアルについ

ても、ハンドル型電動車いす

利用者への対応や知的・精神

障害者への対応など、包括的

な障害者対応マニュアルとし

てその内容を充実させる必要

がある。さらに、バリアフリ

ーボランティア制度について

も、他の鉄道事業者の事例を

参考にして導入の検討を行う

ことが期待される。 

・ バリアフリー設備に関するホ

ームページでの情報提供につ

いては、交通エコロジー・モ

ビ リ テ ィ 財 団 ホ ー ム ペ ー ジ

（らくらくおでかけネット）

へのリンクの設定について検

討することが望まれる。また、

一部の鉄道事業者が駅等で配

布しているバリアフリー設備

の整備状況や駅構内図を記載

した小冊子等の作成について

も検討を行うことが期待され

る。 

 

研修を行いスキルアップの充実を

図ってまいります。またマニュアル

については、車椅子対応マニュア

ル、バリアフリー研修資料など内容

を精査した中で、包括的な障害者対

応マニュアルとして検討させてい

ただきます。 

・ なおバリアフリーボランティア制

度については、今後も他の鉄道事業

者の事例を参考にして、導入につい

て検討してまいります。 

・ 平成 18 年 6 月 20 日、交通エコロジ

ー・モビリティ財団ホームページ

（らくらくおでかけネット）サイト

より、当社ホームページへのリンク

を開設いたしました。当社ホームペ

ージより交通エコロジー・モビリテ

ィ財団ホームページ（らくらくおで

かけネット）サイトとのリンク開設

につきましては、今後検討して参り

ます。また、バリアフリー設備の整

備状況や駅構内図を記載した小冊

子等の作成につきましては、今後発

行に向けて検討をさせていただき

ます。 

５．乗継利便等に関する事

項 

 

・ 前述のとおり他社線との連絡

運輸を実施している。接続駅に

おける乗り継ぎについては、互

いに運行本数が多いことなど

から、ダイヤ策定における特段

の対応は行っていないが、 終

電車の接続については、各社の

運輸司令所とも連絡を取り合

い、若干の遅延などについて

は、各駅及び運輸司令担当が配

慮を行うこととしている。 

・ 他社線との直通運輸は現在の

ところ行われていないが、平

成１７年８月に施行された都

市鉄道利便増進法に基づく事

業として、平成１７年度～平

成２２年度において、相鉄本

線西谷駅付近とＪＲ東海道貨

物線横浜羽沢付近との間を連

絡する路線の整備が検討され

ており、これが実現すれば東

京都心部へのアクセス向上が

・ 東京都心へのアクセス向上につい

ては、実現に向けて、都市鉄道等利

便増進法に基づく手続きを進めて

まいります。 

 

 

 

 

 

 

 



 

・ バスとの乗り継ぎについては、

全駅で乗り場案内を設けると

ともに、必要に応じて深夜バス

との接続を図っている。また、

平成１６年８月から、パソコン

及び携帯電話のウェブサイト

上にて鉄道とバスの乗り継ぎ

検索サービスを開始し、相鉄グ

ループの鉄道とバスを連動し

て時刻や運賃、距離を検索可能

にするとともに、出発時刻指定

や到着時刻指定、終電指定ダイ

ヤ検索を可能とした。 

図られることが期待される。 

・ 相鉄グループのバスとの乗り

継ぎについては、パソコンや

携帯電話を活用した利用者へ

の積極的な情報提供に努めて

いる。引き続き、ソフト・ハ

ード両面においてより円滑な

乗り継ぎが行われるための研

究を進めていくことが期待さ

れる。 

 

 

・ 今後とも、ソフト・ハード両面にお

いて、乗り継ぎ利便性の向上に努め

てまいります。 

 

６．輸送障害時等の旅客対

応に関する事項 

（１）輸送障害発生時の指

揮監督体制等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）輸送障害発生時の情

報提供 

 

 

 

 

 

・ 輸送障害が発生した場合には、

全社的なマニュアルとして「運

転 取 扱 心 得 」、「 鉄 道 防 災 内

規」、「運転事故等発生時にお

ける救急体制心得」等を制定

し、災害や重大事故について

は、鉄道カンパニー長を筆頭と

して本社・現業一体の組織的な

対応を行うこととしており、通

常の輸送障害については、運輸

司令と現場責任者（駅長等）が

連携をとり対応することとし

ている。また、各駅においても

実態に即した防災内規を制定

し対応することとしている。 

・ 輸送障害発生時の利用者への

情報提供については、運輸司令

により情報が収集され、構内放

送や車内放送、急告板等により

案内を行っている。 

 

 

・ 災害や重大な輸送障害時の対

応として、現場に復旧対策部

を設置し対応することとして

いるが、規程に明文化されて

おらず、また、鉄道カンパニ

ー長不在時の代行規定も制定

されていないことから、不測

の事態の責任・指揮体制を明

確にし、的確な対応がなされ

るよう、規程類の改善が望ま

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・早急に規程を整備いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）振替輸送等 

 

 

 

 

・ 全駅の改札口上部には、ＬＥＤ

表示器「デジタル広報のまど」

を設置し、輸送障害等の情報提

供を行っており、横浜・二俣

川・大和・海老名・いずみ中央・

湘南台の６駅においては、ホー

ム等に設置している列車行先

案内表示用のＬＥＤ表示器で

も、駅での入力により、情報提

供を行っている。 

・ 相鉄ホームページにおいては、

１５分以上の遅延について運

行情報を提供し、携帯電話にお

いては、１５分以上の遅延状況

について、登録した会員向けに

メール配信サービスも行って

いる。 

・ 輸送障害等によって列車の運

転が長時間にわたりストップ

する事態となった場合には、停

車原因や復旧状況、運転再開ま

での手順等を概ね５分毎を目

安に乗客に情報提供し、復旧作

業開始後３０分を経過しても

状況の変化がない場合や運転

再開までの見込みが６０分を

超えると予測された場合には、

列車併結や救援車両、支援要

員、代替バス等による乗客の避

難誘導等の手配を行うことと

している。 

・ 振替輸送については、関係する

事業者と事前に情報連絡体制

や振替輸送の方法等を調整す

ることにより、輸送障害時の旅

客への情報提供や円滑な誘導

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 近年の自然災害や車両故障等

による長時間にわたる輸送障

害時の対応の混乱を教訓とし

て、いち早くマニュアルに生

かしたことは評価に値するも

のと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（４）輸送障害時を想定し

た訓練 

を行っている。 

・ 輸送障害を想定した訓練につ

いては、毎年１１月に異常時総

合訓練を行っている。また、各

現業単位でも教育・訓練を実施

している。 

 

・ 今後も、安全で迅速かつ的確

な対応が行えるよう、全社的

な取り組みが期待される。 

 

 

・ 実態に即した訓練に努め、全社的に

取り組んでまいります。 

 

 

７．災害対応等危機管理に

関する事項 

 

・ 災害時の対応については、「運

転取扱心得」等に規定するとと

もに、毎年９月１日に「八都県

市合同防災訓練」を自治体等と

連携して行う等、万全を期して

いる。 

・ 本線の一部区間（海老名市：さ

がみ野～海老名間）は、東海地

震に係る地震防災対策強化地

域に指定されていることから、

「東海地震に係る施設および

車両の整備ならびに運転取扱

いに関する細則」を定め、防災

体制の確立等を図ることとし

ている。 

・ 今後も広範に災害等の緊急の

事態を想定した教育・訓練等

を実施し、迅速かつ安全、的

確な対応がとれる体制を確立

することが望まれる。 

 

 

・ 地震のみならず、他の災害に対する

訓練に努めるとともに、行政機関等

とも積極的に連携してまいります。 

 

 

 

８．利用者からの意見等に

関する事項 

・ 相鉄における利用者からの意

見等は、業務推進室ＣＳ担当及

び本社鉄道カンパニーで集約

した上で、意見を申し出られた

方に回答するとともに、社内の

関係部門で回答内容の共有化

を図っている。 

・ 相鉄グループでは沿線のお客

さまのニーズを把握するため

「相鉄沿線モニター制度」によ

る調査、沿線ＣＳイメージ調査

を行っている。 

 

・ アンケート調査等により、利

用者ニーズを的確に把握する

など利用者の意見等の収集、

検討体制、施策の情報提供等

は 評 価 に 値 す る も の と 考 え

る。 

 

 

９．その他のサービスに関    



する事項 

（１）暴力行為、迷惑行為

等に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）車両内における携帯

電話の取扱 

 

 

・ 相鉄においては、平成１５年５

月９日から女性専用車両の導

入を開始した結果、痴漢行為が

前年同期間（５月９日から９月

３０日）の４６件から２５件と

大幅に減少している。 

一方、平成１７年９月に実施し

たアンケート調査では、女性専

用車内のマナーがよくないこ

と、小学生以下の男児と障害を

お持ちの男性が乗車可能であ

ることの認知率が低いこと、女

性専用車両は４両目としてい

るが車両編成の違いにより乗

車位置が異なること等の指摘

がある。 

・ 利用者に対する暴力行為等が

増加傾向にあり、毎年、マナー

アップキャンペーンを実施し

ているが減少していない。 

・ 駅係員等に対する暴力行為も

毎年発生している。 

 

・ ＪＲ東日本、関東の他の大手民

鉄７社等１６社局間で検討を

行い平成１５年９月１５日か

ら「優先席付近は携帯電話の電

源をお切りいただき、それ以外

ではマナーモードに設定のう

え、通話は降車してからする」

よう統一した案内を行ってい

る。 

・ 平成１７年４月３０日から優

先席付近の吊り革をオレンジ

色にすることにより、携帯電話

 

・ 今後は、アンケート調査で指

摘された事項の改善に向けた

検討を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 警察の協力を得た上で警察官

の巡回、職員等の巡回の実施

等について検討する必要があ

る。 

・ 暴力行為に対して被害届を提

出する毅然とした対応は評価

に値するものと考える。 

・ 乗客に対して優先席付近で携

帯電話の電源を切る理由を理

解していただくための周知方

法等について検討することが

望まれる。 

 

 

・ ご指摘いただいた事柄について、ご

案内方法を検討してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 警察の協力や、巡回の実施方法につ

いて検討するとともに、契約警備会

社との連携強化による早期対応策

を実施してまいります。 

 

 

 

・ 関係各社と連携を取りながら、ご理

解いただける周知方法について検

討してまいります。 

 

 



の電源を切るエリアを分かり

やすくしている。 

 


